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〈 評価書の構成 〉

Ⅰ 総括
「計画に掲げる基本方向」を記載
「成果指標」及び「活動指標」の評価結果の集計を記載

Ⅱ 基本方向ごとの進捗評価

１ 成果指標
現状値（2022 年度の実績値）と評価区分「目標値以上、ＡＢＣ、基準値以下」

を記載

２ 記載内容
（１）Plan→Do（取組状況）

「取組の方向」ごとに、直近の取組状況を記載
（２）Check（評価・課題）

「成果指標」ごとに、進捗状況とその要因を踏まえて記載
（３）Action（今後の取組方針）

「評価・課題」で記載した事項に対する「今後の取組方針」を具体的に記載

３ 静岡県食と農の基本計画 2022～2025 指標一覧
（１）指標の実績値一覧

全ての成果指標と活動指標について、2022 実績値と評価区分を記載
（２）進捗が遅れている指標一覧

成果指標の評価区分「Ｃ、基準値以下」と活動指標の評価区分「●」の指標
を整理

（３）目標値等を見直した指標一覧
実績値が目標値以上になったことにより目標値を上方修正した指標等を整理

Ⅲ 農林事務所の取組状況（スライド）
「目標指標の推移」及び「重点プロジェクトの取組状況」を記載
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〈 凡 例 〉

１ 各指標の数値について
（１）成果指標、活動指標の「基準値」

目標となる指標の達成状況を評価する基準として、計画策定時における現状値を基準値とし
て設定

（２）成果指標、活動指標の「現状値」
2022 年度の実績値

２ 「成果指標」、「活動指標」の評価区分
（１）「成果指標」、「活動指標」の「区分」欄

ア 数値目標の「目標値」に向け、増加（又は減少）を目指すもの
評価区分

判断基準
成果指標 活動指標
目標値
以上 ◎

「現状値」が「目標値」以上のもの

Ａ 「現状値」が「期待値」の推移の＋30％超え～「目標値」未満のもの
Ｂ ○ 「現状値」が「期待値」の推移の±30％の範囲内のもの
Ｃ

●
「現状値」が「期待値」の推移の－30％未満～「基準値」超えのもの

基準値
以下

「現状値」が「基準値」以下のもの

― ― 統計値等発表前、当該年度に調査なし等

200

250

300

350

400

450

500

550

（件）

2020 2021 2022 2023 2024 2025

○○○の件数

実績値

期待値

目標値

基準値

期待値の推移

期待値 450 件

現状値 420 件

達成状況 Ｂ

期待値の推移＋30％

510件(ただし、500以上

は目標値以上に区分）

※この例示の場合、Aの

範囲はなし

0

0 期待値の推移－30％

390件

Ｃ

基準値以下

目標値以上

Ｂ

計画期間
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イ 「目標値」の維持を目指すもの

成果指標

活動指標

（参考）成果指標、活動指標の「期待値」
計画最終年度（2025 年度）に目標を達成するものとして、基準値から目標値
に向けて各年均等に推移した場合における各年の数値を「期待値」として設定

評価区分
判断基準

成果指標 活動指標

目標値以上
◎ 「現状値」が「目標値」115％以上のもの

○
「現状値」が「目標値」以上のもの

Ｂ 「現状値」が「目標値」の 85％以上 100％未満のもの
Ｃ

●
「現状値」が「目標値」の 85％未満のもの

基準値以下 「現状値」が「基準値」以下のもの
― ― 統計値等発表前、当該年度に調査なし等

【 基準値が目標値の 85％以上の場合 】【 基準値が目標値の 85％未満の場合 】

目標値以上目標値以上

目 標 100％100％目 標
Ｂ Ｂ

基 準85％ 85％
基準値以下

Ｃ

基準値以下
基 準

◎

115％

○ 100％目 標

85％
●
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１ 計画に掲げる基本方向

基本方向１ 生産性と持続性を両立した次世代農業の実現
本県では、温暖な気候や豊かな自然を活かし、多彩で高品質な農産物が生産されていますが、国

内外との競争を見据えた生産性、収益性の向上や、担い手の確保などが課題となっています。また、地
球温暖化が進行する中、農業生産においても環境負荷の軽減は重要かつ喫緊の課題となっています。

このため、ＡＩ・ＩＣＴ等の先端技術の導入等を通じ、農業の生産性と持続性の両立を図るととも
に、経営管理能力を持った人材の育成、マーケットインの考え方に基づいたマーケティング戦略、市場を
見据えた商品を提供できる生産体制の構築、他産業との連携の促進などにより、農業の成長産業化
を目指します。

基本方向２ 人々を惹きつける「都」づくりと持続可能な農村の創造
少子高齢化やライフスタイルの多様化に加え、新型コロナウイルス感染症をきっかけに人々の価値観

や暮らし方が急激に変化する中、本県の地域資源を最大限に活かした、魅力的で快適な暮らしの提
供が求められています。

このため、本県で生産される多彩な農芸品や豊富な地域資源を活かし、人々を惹きつける「都」づく
りの推進、美しく活力のある農山村の創造に取り組みます。

Ⅰ 総括
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２ 「成果指標」及び「活動指標」の進捗状況
○ 成果指標については、2022 年度の実績値が明らかになった 10 の指標のうち、４指標が「前倒し

で実施（目標値以上またはＡ）」、２指標が「計画どおり実施（Ｂ）」となり、全体の 60.0％が
目標達成に向けて順調に進捗している。

○ 活動指標については、2022 年度の実績値が明らかになった 34 の指標のうち、７指標が「前倒し
で実施（◎）」、15 指標が「計画どおり実施（○）」となり、全体の 64.7％が目標達成に向け
て順調に進捗している。

＜成果指標の進捗状況＞

＜活動指標の進捗状況＞

目標値
以上

Ａ Ｂ Ｃ
基準値
以下

― 計

基本方向１
生産性と持続性を両立した
次世代農業の実現

１ ２ １ １ ２ １ ８

基本方向２
人々を惹きつける「都」づくり
と持続可能な農村の創造

１ ０ １ ０ １ ２ ５

計
２ ２ ２ １ ３ ３ 13

20.0％ 20.0％ 20.0％ 10.0％ 30.0％

◎ ○ ● ― 計

基本方向１
生産性と持続性を両立した
次世代農業の実現

６ 11 ７ １ 25

基本方向２
人々を惹きつける「都」づくり
と持続可能な農村の創造

１ ４ 5 0 10

計
７ 15 12 1 35

20.6％ 44.1％ 35.3％

60.0％

64.7％
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（１）デジタル技術等を活用した農芸品の生産性向上

❖ 経済産業ビジョン策定時の状況と課題

❖ 取組の方向

❖ 成果指標

❖ Plan→Do 取組状況

Ⅱ　基本方向ごとの進捗評価
基本方向１ 生産性と持続性を両立した次世代農業の実現

● 本県の農業産出額は2017年までは増加傾向でしたが、2018年以降は気象災害等により減少しています。

● ビジネス経営体をはじめ、一定規模以上の農業経営体は増加していますが、本県は小規模な経営体の割合が高く、全国
と比べ、一経営体当たりの平均経営面積は小さい傾向にあります。

● 2019年の茶の産出額が全国２位に陥落するなど、他県産地との競合により、主要品目の価格競争力の低下が懸念され
ています。

● 高度で効率的な生産・流通管理を可能とする技術革新が進んでおり、農業においてもデジタル化への対応が求められてい
ます。

 先端技術を活用した革新的な技術開発やビジネス展開を進めるとともに、農業現場の実情に応じたスマート農業技術の導
入を促進します。

 意欲のある農業経営体の規模拡大を実現するため、農地集積や施設整備を推進するとともに、需要に応じ、安定した生
産を行うため、作目に応じた栽培技術の高度化・効率化を支援します。

 農地の集積・集約化や生産性向上を図るため、茶や果樹、露地野菜等の高収益作物の品目別基盤整備プロジェクトによ
り、自立走行農機等のスマート農業の実装も可能とする区画整理や暗渠排水整備等を戦略的に推進します。

(2020年) (2022年)
1,887億円 2,132億円

(773万円/戸) －
(2020年度) (2022年度)
26,512ha 26,958ha

■ ＡＯＩ－ＰＡＲＣを拠点に、農作物の病害感染リスクを見える化するツール開発などの環境負荷低減と生産性・収益性
の両立に資する研究に取り組んだほか、ＡＯＩフォーラムの運営支援等を通じて、民間事業者の事業化に向けた取組を支
援しました。また、水稲におけるアイガモロボットを用いた化学農薬を使用しない除草省力化技術や、露地野菜におけるド
ローンを用いた農薬散布省力化技術の実証に取り組みました。さらに、いちご生産者を対象に温室環境等のデータシェアリ
ング活動や、生産者向けの勉強会を開催し、高度環境制御技術の習得を支援しました。【農業戦略課、農芸振興課】

■ 担い手への農地集積を推進するため、農業経営基盤強化促進法に基づく市町による「地域計画」策定について、モデル地
区事例や農業者等による協議の効果的な実施方法の紹介等により策定を支援しました。また、農業法人誘致推進連絡
会を設立し、地域外からの法人誘致を進めました。
作物別には、有機茶生産に必要な機械導入や施設野菜・花きの生産施設整備、畜産経営の規模拡大や機械導入等を
支援し、柑橘では、ＡＩ選果システム等を導入した集出荷施設整備の支援に取り組みました。また、水田を活用した高収
益作物の生産拡大に向けて、レタスの施肥量低減技術の実証試験を行いました【農業ビジネス課、お茶振興課、農芸振
興課、畜産振興課】

■ 茶や果樹、露地野菜等の高収益作物を対象とした品目別基盤整備プロジェクトの推進により、乗用型摘採機等が乗入
可能な生産性の高い茶園への整備や、スピードスプレイヤーの導入が可能となる区画整理や園内道整備、水田の汎用化
に向けた暗渠排水等の整備を進めており、2022年度までに907haの整備に着手しました。また、水田水管理の省力化や
農業用水の節水を図るため、ＩＣＴ水管理システムの普及を推進しました。【農地計画課、農地整備課】

成果指標 基準値 現状値 目標値 コロナ
の影響

農業産出額
（販売農家１戸当たり産出額） B 2,400億円

(983万円/戸)

担い手への農地集積面積 C 30,481ha
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❖ Check 評価・課題

❖ Action 今後の取組方針

■ 「農業産出額」は、みかんやイチゴの出荷量が全国的に減少して価格が上昇する中、本県の出荷量が維持できたことなどに
より、2022年は2,132億円に増加しました。引き続き、目標達成に向けた一層の推進が必要です。【農業戦略課】

■ 「担い手への農地集積面積」は、農地バンク事業を活用した担い手への農地集積・集約化を推進した結果、2022年度は
26,958ha（集積率44.6％）となり、2021年度の27,524ha（集積率44.8％）からわずかに減少しました。引き続
き、目標達成に向けた一層の推進が必要です。【農業ビジネス課】

■ 「農業産出額」の更なる増加に向けて、スマート農機等の現場実装の推進や、施設園芸における環境制御システム等の
データの利活用により、需要に応じた農産物の生産拡大と生産性向上を図ります。【農業戦略課】

■ 担い手が不在の地域における農業法人の誘致の推進や市町による地域計画の策定を支援するとともに、農地バンクの体
制強化を図り、担い手への農地集積・集約化を加速度的に推進します。【農業ビジネス課】
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（２）農業生産における環境負荷の軽減

❖ 経済産業ビジョン策定時の状況と課題

❖ 取組の方向

❖ 成果指標

❖ Plan→Do 取組状況

● 地球温暖化が進展し、本県においても気象災害による被害や農作物の高温障害が発生しています。

● 脱炭素社会の実現に向け、農業生産においても環境に配慮した生産方式への転換や再生可能エネルギーの活用等に取
り組んでいく必要があります。

 国が「みどりの食料システム戦略」で定めた2050年までに農林水産業のＣＯ２ゼロエミッション化等の目標達成に向け、省
エネ機器の導入や環境に配慮した栽培技術の導入を支援します。

 温暖化に対応した品種や栽培管理、農地における炭素貯留など脱炭素社会の実現に向けた技術開発・普及に取り組み
ます。

 資源の有効活用を推進します。

(2020年度) (2022年度）
418ha 578ha

■ 産地の実証結果を踏まえたマニュアル化等によるＩＰＭの導入や、衛生画像によるＡＩ土壌診断に基づく適正施肥などの
化学肥料低減技術の導入を支援しました。また、省エネルギーで脱炭素効果が高いヒートポンプ等の暖房装置や内部被
覆装置の更新などを支援しました。水稲栽培では、「秋起こし（秋耕）」の現地実証結果を踏まえた栽培マニュアルを作成
し、環境負荷低減技術として秋耕の導入を推進しています。【食と農の振興課、農芸振興課】

■ 温室効果ガスの排出削減が期待される水田中干し期間の延長が水稲の収量等に与える影響や、未利用資源を活用した
牛の呼気中のメタンを削減するための給餌方法の検証に取り組みました。また、茶園などの農地における土壌中の炭素含
有量の実態調査や、堆肥などの有機物の投入による炭素貯留効果の調査に取り組みました。【農業戦略課、お茶振興
課、畜産振興課】

■ 耕畜連携を推進するため、耕畜連携の仕組みづくりや堆肥利用の検討に取り組みました。また、ＪＡグループと連携して、
県産稲わらの飼料活用に向けて品質の確保から輸送までの仕組みの検討を行いました。【畜産振興課】
農業水利施設等を管理する土地改良区の経営基盤の強化を図るため、農業用水を活用した小水力発電施設の整備を
進めました。【農地保全課】

成果指標 基準値 現状値 目標値 コロナ
の影響

有機農業の取組面積 A 620ha
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❖ Check 評価・課題

❖ Action 今後の取組方針

■ 「有機農業の取組面積」は、市町が中心に取り組む産地づくりの支援や現地実証を通じた技術の普及等により、茶や野菜
の取組面積が拡大し、2022年度は578haに増加しました。一方、有機農業の栽培体系は生産者ごとに異なるため、品
質や収量など課題は多岐にわたります。【食と農の振興課】
輸入飼料価格が高止まりしているため、輸入飼料から県産飼料への転換などの畜産経営の安定化に向けた取組が必要で
す。【畜産振興課】

■ 市町が中心に取り組む産地づくりの支援や現地実証を通じた技術普及に継続的に取り組むとともに、生産者、販売者、消
費者等で構成される静岡県持続的食料システム円卓会議の運営を通じた有機農業の人材育成や消費者への理解促進
など、有機農業の普及・拡大を図ります。【食と農の振興課】
県産飼料の生産を推進するため、耕種農家と畜産農家の連携を強化し、未利用資源である稲わらを家畜飼料として活用
していきます。【畜産振興課】

-9-



（３）次代を担う農業経営体の育成

❖ 経済産業ビジョン策定時の状況と課題

❖ 取組の方向

❖ 成果指標

❖ Plan→Do 取組状況

❖ Check 評価・課題

❖ Action 今後の取組方針

● 農業経営体数は大幅に減少しており、高齢化も著しく進展しています。

● 新規就農者数は年間300人前後で、2017年度以降伸び悩んでいます。

● 新型コロナウイルス感染症を機に首都圏等から地方への回帰の動きや働き方の多様化が促進されており、Ｕ・Ｉターン者を
新規就農者や農作業支援者として取り込むことが期待されています。

● 女性、高齢者、外国人材、障害のある人などを含め、全ての人が働きがいのある農業の実現が求められています。

 将来にわたり持続可能な農業経営体の確保・育成に取り組むとともに、意欲ある農業者の経営発展に向けた支援を行いま
す。

 農業現場における多様で幅広い人材の活用を促進します。

(2019年度) (2022年度）
4,163経営体 4,094経営体

■ ＪＡや市町等と連携し、就農希望者の生産技術の習得や就農計画の作成、就農時に必要な資金等の支援に取り組む
とともに、農業法人等への就職希望者へ短期農業体験の機会を提供しました。また、農業経営の円滑な経営継承に向け
て、農業者等を対象とした経営継承セミナーを開催しました。さらに、意欲のある農業経営体を対象とした経営戦略講座等
を開催したほか、重点支援経営体等への伴走支援によりそれぞれが抱えている課題の把握と専門家を派遣するなどの経営
改善を支援しました。【農業ビジネス課、農業戦略課】

■ 多様で幅広い人材の活用を推進するため、ＪＡや市町等と連携し、半農半Ｘ希望者に対する生産技術の習得支援に取
り組みました。また、障害のある人の農業経営体への受入を促進するため、「農福連携ワンストップ窓口」を活用したマッチン
グ支援や農福連携技術支援者の派遣、農福連携事例集等による情報発信に取り組みました。【農業ビジネス課、食と農
の振興課】

■ 「持続可能な農業経営体数」は、意欲のある農業経営体の経営改善や法人化の支援等に取り組んだ結果、2022年度
は前年度から4,094経営体に増加したものの、基準値以下となり、より一層の推進が必要です。【農業戦略課】

■ ビジネス経営体の経営発展や農業経営の規模拡大や法人化等を支援するとともに、産地の中核を担う中小規模の生産
者への経営の維持、発展に向けた農業用施設等の更新・改修を支援することにより、将来にわたり持続可能な農業経営
体の確保・育成を図ります。【農業戦略課、農業ビジネス課、農芸振興課】

成果指標 基準値 現状値 目標値 コロナ
の影響

持続可能な農業経営体数 基準値
以下 4,400経営体
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（４）市場と生産が結びついた「ふじのくにマーケティング戦略」の推進

❖ 経済産業ビジョン策定時の状況と課題

❖ 取組の方向

❖ 成果指標

● マーケットインの考え方に基づき、海外市場への輸出も見据えた販路拡大やブランド力向上を、農林水産品の生産拡大に
つなげることが重要な課題です。

● 本県農林水産品にとって、首都圏は国内最大の大変有望なマーケットであり、継続的な販路開拓が必要です。一方、首
都圏における新型コロナウイルス感染症の爆発的な拡大など、東京一極集中の課題が顕在化したことから、国土分散型の
経済発展が一層求められています。

● 新型コロナウイルス感染症の拡大により海外ニーズやビジネスモデルが大きく変容しており、輸出先市場に合った新たな手法
の開拓が必要となっています。

● 農業者の所得は、売上高に相当する産出額のおおむね４割程度であり、これらを向上させるためには農産物の高付加価
値化やブランド化に向けた取組が必要です。

 産業の枠を越えた連携により新たな価値を創造し、農林水産業を軸とした関連産業のビジネス展開を促進します。

 「ふじのくにマーケティング戦略」に基づき、首都圏を最大のマーケットと位置付け、本県農林水産品の販路開拓と供給力拡
大を一体的に推進するとともに、新たな広域経済圏「山（やま）の洲（くに）」を形成する地域主導型の経済政策「フジノ
ミクス」を推進します。

 本県農林水産品のブランド力を高め、販売力を強化するため、市場の動向や消費者ニーズに対応した生産・出荷体制の
構築、商品開発や販路開拓などを支援します。

 農林水産品の輸出を拡大するため、海外ニーズに対応した産地づくりや、デジタル技術の活用、清水港、富士山静岡空港
の物流拠点化による商流・物流体制づくりに取り組みます。

(2019年度) (2022年度)
1,138億円 2024年4月公表予定
(2020年度) (2022年度)

440億円 584億円

(2020年度) (2022年度)
41億円 47億円

(2021年) (2022年)
247億円 234億円

成果指標 基準値 現状値 目標値 コロナ
の影響

農業生産関連事業の年間販売金額 － 毎年度　1,100億円

しずおか食セレクション販売額 目標値
以上 500億円

やま くに

県産農林水産品の山の洲３県（山梨県、長

野県、新潟県）への流通金額
A 50億円

清水港の食料品の輸出額 基準値
以下 350億円
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❖ Plan→Do 取組状況

❖ Check 評価・課題

■ 農林水産品の付加価値向上を図るため、「農山漁村発イノベーション静岡県サポートセンター」を設置し、多様な地域資源
を活用する農林漁業者等の新事業創出や商品開発を支援しました。【マーケティング課】

■ 「ふじのくにマーケティング戦略2023」を策定するとともに、本県の強みのある戦略11品目を中心に国内外で施策を展開し、
首都圏では、高級量販店等でしずおか食セレクション「頂」フェアを継続開催することで、県産品のブランド化に取り組みまし
た。また、「山の洲」４県で産品をお互いに購入しあう「バイ・ふじのくに」、「バイ・山の洲」に取り組み、2023年度は、県内で
４県の産品を集めた『「バイ・山の洲」物産展』を継続開催したほか、県西部地域で初めて「バイ・ふじのくに」フェアを開催し
ました。また、他県の地元量販店と連携し「バイ・シズオカ　オンラインカタログ」を活用した商談会や静岡フェアを開催しまし
た。【マーケティング課】

■ ゲノム情報を活用したチャの炭そ病抵抗性品種など、栽培労力を軽減する新品種の開発や、農産物の付加価値向上のた
め、機能性成分を高めるチャの加工条件等の試行・改良に取り組みました。また、ＣｈａＯＩプロジェクトを通じた需要のあ
る輸出向け有機抹茶やドリンク原料茶の生産拡大、市場ニーズに応じた新規花き品目の導入等を支援しました。新食肉
センターの整備では、2026年度の完成に向けて、実施設計及び本体に先行した受水槽工事等を実施しました。【農業戦
略課、お茶振興課、農芸振興課、畜産振興課】

■ 海外販売店における県産品フェアの開催や産地と販売店が一体的に取り組む商品改善等の環境整備を実施したほか、海
外から求められるニーズや規制等に対応した産地づくりを国庫事業を活用して支援しました。また、地域商社等の民間事業
者による「山の洲」４県の県産品を輸出する商流・物流体制づくりや、海外駐在員事務所（中国、韓国、東南アジア、台
湾）へのふじのくに通商エキスパートの配置による県内事業者や市町等の取組を支援しました。【マーケティング課】

■ 「農業生産関連事業の年間販売金額」は、2021年度は2020年度から増加していますが、健康に配慮した商品への関心
の高まりや、デジタル取引の定着など、消費者ニーズや消費形態等の需要構造が変化しており、目標達成に向けては、引き
続き、ニーズに合った商品開発や販路開拓支援が必要です。【マーケティング課】

■ 「しずおか食セレクション販売額」は、ブランド力強化と県内外における認知度向上を図るため、愛称「頂」を活用した首都圏
スーパーでの静岡フェアの開催や、コンビニと連携した新商品開発に取り組んだ結果、前年から101億円増加し目標を上回
りました。【マーケティング課】

■ 「県産農林水産品の山の洲３県（山梨県、長野県、新潟県）への流通金額」は、目標達成に向け、「バイ・ふじのくに」、
「バイ・山の洲」の直売会や物産展、３県の地元量販店と連携した商談会等の開催により、相互の経済交流を推進してい
くことが必要です。【マーケティング課】

■ 「清水港の食料品の輸出額」は、「山の洲」の産品を清水港から輸出する仕組みの構築に取り組みましたが、基準値以下
となりました。清水港の食料品輸出額の20％を占めるマグロ、カツオなどの漁獲不良等が食料品の輸出額を押し下げまし
た。【マーケティング課】
山の洲等甲信地区からの清水港の農産物輸出拡大を図る必要があります。【港湾振興課】
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❖ Action 今後の取組方針

■ 「農山漁村発イノベーション静岡県サポートセンター」における、事業計画策定や専門家による指導助言、補助事業活用に
至る一連の支援を強化し、販売額の向上に取り組みます。【マーケティング課】

■ 「しずおか食セレクション」の愛称「頂」を活用した首都圏量販店での静岡フェア開催等により、引き続き、首都圏等での販路
開拓と流通・供給体制の構築に取り組むとともに、民間企業と連携した新商品の開発等により「頂」の魅力や特長を消費
者に直接PRすることで、ブランド力強化と認知度向上を図り、県産品の県内外における需要拡大を促進します。【マーケティ
ング課】

■ 首都圏市場に続く新たな市場として、「山の洲」４県での更なる連携を図り、「バイ・山の洲」の取組を一層推進し、農林水
産品の域内サプライチェーンの拡大・強靱化に取り組みます。また、「バイ・シズオカ　オンラインカタログ」登録者を対象とした
商談力向上講座の開催や、コーディネーターによる商談サポート等により、事業者の商談力向上を図り、販路開拓を支援し
ていきます。【マーケティング課】

■ 清水港を多彩な県産品輸出の物流拠点とするため、民間事業者（地域商社等）による「山の洲」４県の産品を輸出す
る商流・物流体制づくりを支援していきます。【マーケティング課】
利活用説明会やセミナー等においてドックシェルターの整備や荷役時間の短さなど清水港の利点をPRし、清水港からの農産
物輸出の拡大に努めます。【港湾振興課】
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（１）人々を惹きつける都づくり

❖ 経済産業ビジョン策定時の状況と課題

❖ 取組の方向

❖ 成果指標

基本方向２ 人々を惹きつける「都」づくりと持続可能な農村の創造

● 新型コロナウイルス感染症をきっかけに人々の価値観が大きく変化し、ライフスタイルの多様化が進展する中、本県の地域資
源を最大限に活かした、魅力的な暮らしの提供が求められています。

● 多彩で高品質な農林水産物が生産される「食材の王国」という場の力を活かし、県産食材の需要創出と消費拡大を図る
必要があります。

● 本県はお茶に関する多くの産業、文化、学術が集積しており、それらを活かした静岡茶のブランド化やお茶を楽しむ暮らしの
提案を効果的に行っていく必要があります。

● イベント等の縮小により花の業務需要が全国的に低迷していることから、県民の花・緑の利活用を進めることが必要です。

 ふじのくに食の都づくり仕事人をはじめ、食に関する多様な関係者が連携し、県産食材の魅力や食文化を発信します。県
産品を積極的に購入・利用する「バイ・シズオカ」県民運動を展開します。

 「ふじのくに茶の都ミュージアム」や「世界お茶まつり」を活用し、国内外に静岡茶の魅力を発信するとともに、「小中学校の児
童生徒の静岡茶の愛飲の促進に関する条例」を踏まえ、静岡茶の愛飲の機会を創出します。

 花・緑の魅力に触れるイベントの開催や花育の推進により、県民が花に触れる機会を創出し、花の消費拡大を図ります。

(2021年度) (2022年度）
59％ 51％

(2019年度) (2022年度)
55.6％ 2024年9月公表予定

(2019年度) (2022年度)
103億円 2024年7月公表予定

成果指標 基準値 現状値 目標値 コロナ
の影響

やま

「バイ・シズオカ」「バイ・ふじのくに」「バイ・山の
くに

洲」の取組に参加した県民の割合

基準値
以下 70％

緑茶出荷額全国シェア － 60％

花き県内流通額 － 120億円
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❖ Plan→Do 取組状況

❖ Check 評価・課題

❖ Action 今後の取組方針

■ 本県の多彩な食材を積極的に活用する「ふじのくに食の都づくり仕事人」や食文化等の浸透に貢献する企業・団体の表彰
を実施したほか、仕事人と生産者・消費者との連携を強化するフェアや調理専門学校生等を対象とした講座の開催に取り
組みました。【マーケティング課】
SAVOR JAPAN（農泊　食文化海外発信地域）のシンポジウム開催による食や食文化の地域資源活用に向けた意識
向上や、ホームページ等を活用した地域資源の魅力の情報発信に取り組みました。また、食と農が連携したＳＤＧｓの取
組拡大を推進するため、しずおかＳＤＧｓ認証の取得支援を行いました。【マーケティング課、食と農の振興課】

■ 「ふじのくに茶の都ミュージアム」を拠点に、茶道や抹茶挽き等の体験や新茶フェア、セミナー等のイベントを実施し、お茶の魅
力発信に取り組みました。また、小・中学生を対象としたお茶競技大会（Ｃｈａ-1グランプリ）の開催やふじのくにジュニア
お茶マイスター認定制度の創設等、児童生徒や保護者への静岡茶の理解促進に取り組みました。【お茶振興課】

■ ふじのくに花の都しずおか推進協議会のホームページで季節の花情報を発信するとともに、インスタグラムを活用したフォトコン
テストを開催しました。また、地域の園芸活動を行うグループに対し講師を派遣する花緑出張サービスや、小学校におけるフ
ラワーアレンジメント制作体験講座の花育活動に取り組みました。さらに、「浜名湖花博2024」の開催に向け、花壇や庭園
の整備等の開催準備を進めるとともに、広報活動を実施しました。【農芸振興課】

■ 「バイ・シズオカ」「バイ・ふじのくに」「バイ・山の洲」の取組に参加した県民の割合」は、関係団体と連携して情報発信を行
い、県民参加を呼びかけましたが、取組自体を知らなかった割合が多く、51％と基準値を下回りました。目標達成に向け
て、デジタルツールを活用した情報発信や開催方法の工夫を行うとともに、県民運動である「バイ・シズオカ」や、発展的な取
組である「バイ・ふじのくに」、「バイ・山の洲」を展開し、引き続き、「食の都」づくりに向けて、機運醸成を図ることが必要です。
【マーケティング課】

■ 「緑茶出荷額全国シェア」は、世界お茶まつりの開催や県内茶産地の特徴あるお茶のブランド化支援などに取り組んだ結
果、本県の出荷額が増加したことから、直近の2021年度は57.8％となりました。引き続き、目標達成に向けた取組が必
要です。【お茶振興課】

■ 「花き県内流通額」は、花や緑を楽しむ人の裾野を広げるため、花緑出張サービスや小学校における出前講座による花育
などに取り組み、直近の2021年度は118億円となっています。今後も花き消費の拡大に向けた継続的な普及啓発が必要
です。【農芸振興課】

■ 「ふじのくに食の都づくり仕事人」と連携して、県民や来県者が地域の旬の食材や料理を味わい、「食の都しずおか」ならでは
の食文化を体験するレストランフェアや物産市など、県民が気軽に参加できる機会を提供するとともに、ＷｅｂサイトやＳＮ
Ｓ上での食や食文化情報の発信に一層力を入れることで、バイ・シズオカ等の認知度向上に取り組みます。【マーケティング
課】

■ 静岡茶の魅力の理解促進を図るため、引き続き、関連団体等と連携して県内茶産地の特徴あるお茶の情報発信に取り
組みます。また、静岡茶の愛飲を促進するため、小・中学校における静岡茶を飲む機会やお茶の理解を深める食育（茶
育）の機会の確保に努めます。【お茶振興課】

■ 県内の花き消費を拡大するため、県民が花に親しむ機会となるコンテストや花育講座等を実施するとともに、「浜名湖花博
2024」を通じて県民の花緑への関心を高めます。併せて、花き生産者の販路拡大を支援するため、花き商談会を開催しま
す。【農芸振興課】
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（２）美しく活力のある農村の創造

❖ 経済産業ビジョン策定時の状況と課題

❖ 取組の方向

❖ 成果指標

● 農村では人口減少や高齢化により農村協働力が脆弱化しており、農地・農業用施設、景観、伝統文化等の地域資源を
保全・継承するためには、外部の協力を得ながら、地域自らが農村コミュニティの再生・創造に取り組むことが重要です。

● 新型コロナウイルス感染症をきっかけに、農村への関心が高まっており、都市農村交流やマイクロツーリズムが注目されていま
す。都市との関わりを通じて農村地域の活性化を図るためには、農村地域における受入れ体制の整備や地域資源を活かし
たビジネス展開が必要です。

● 農業・農村の多面的機能を発揮するため、大規模地震や激甚化する気象災害に備え、農業用施設等の適切な保全・管
理が必要です。

 「ふじのくに美しく品格のある邑づくり」などを通じ、その地域ならではの農業や伝統文化、歴史等の地域資源の保全活動を
支援するとともに、鳥獣被害対策や生活環境整備等により、住み続けられる魅力的な農村地域づくりを推進します。

 地域資源を活かしたツーリズムや商品開発など、地域のブランド化を通じた都市農村交流やビジネス展開を支援します。

 農山漁村内で連携した地域ぐるみの誘客の取組を推進するため、中心となる団体等や地域内の担い手の資質向上等を
支援します。

 市町や地域コミュニティと連携し、農業・農村の多面的機能を発揮するための農業用施設等の整備・改修を進めます。

(2020年度) （2022年度）
73,058人 78,211人

(2020年度) （2022年度）
297百万円 248百万円

成果指標 基準値 現状値 目標値 コロナ
の影響

ふじのくに美しく品格のある邑づくりの参画者数 B 87,600人 ※

鳥獣による農作物被害額 目標値
以上 270百万円
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❖ Plan→Do 取組状況

❖ Check 評価・課題

❖ Action 今後の取組方針

■ ふじのくに美農里プロジェクト（多面的機能支払交付金）等により、農地の保全活動などを通じて邑づくりの参画を支援し
ました。また、農村と企業等との連携を促進するため、それぞれが抱えている課題や要望を共有できる「むらマッチ」を2023年
４月に公開し、更なる支援に取り組みました。【農地保全課】
鳥獣被害対策では、集落アンケート調査による被害状況のマップ化と被害対策優先地域の設定や市町が作成した被害防
止計画に基づく取組を支援しました。また、鳥獣被害対策総合アドバイザーを養成する研修会を開催しました。【食と農の
振興課】

■ 「静岡の茶草場農法」の認定10周年記念式典の開催や「静岡水わさびの伝統栽培」の認定５周年記念事業の開催によ
り、本県が誇る世界農業遺産のＰＲに取り組みました。【お茶振興課、農芸振興課】
地域資源を活用した農村マイクロツーリズム等の取組を支援し、関係人口の拡大を図りました。また、農村資源の魅力を情
報発信するため、デジタルマップの作成等に取り組みました。【農地保全課】

■ 地域農産物のブランド力向上に取り組む地域を対象とした研修会やインターネットメディア配信やＰＲ動画制作の講座等
を開催しました。【食と農の振興課】
農山漁村滞在型旅行である「農泊」を推進するため、農林漁家民宿の開業や運営を支援するとともに、農泊地域づくりアド
バイザーの派遣や農泊先進地の視察研修会を開催しました。【観光政策課】

■ ため池の決壊による周辺地域への洪水被害を防止するため、防災重点農業用ため池の地震・豪雨・劣化対策工事を集
中的に推進しており、2022年度までに累計216箇所の整備に着手しました。また、排水機場等の管理の省力化や安全度
の向上を図るため、遠隔監視制御システムの導入に向けた計画策定を行いました。さらに、流域治水対策の一環として、洪
水調節機能を強化する田んぼダムの取組を推進しました。【農地計画課、農地保全課】

■ 「ふじのくに美しく品格のある邑づくり参画者数」は、多様な主体と連携した各種協働活動により、前年度から増加・拡大し
ましたが、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う、イベントの規模縮小や中止により目標を下回っています。農村地域の体
制強化に向け、外部人材などの関係人口の拡大等により、参画者の増加に取り組む必要があります。【農地保全課】

■ 「鳥獣による農作物被害額」は、市町が作成した被害防止計画の取組等を支援したことにより、2022年度は248百万円
となり、目標値以上となりました。更なる農作物被害額の減少に向けて、引き続き、取組を推進する必要があります。【食と
農の振興課】

■ 農村地域の体制強化や地域資源の保全活動を促進するため、「美しく品格のある邑」と外部人材のマッチングや、活動支
援を通じて、多様な主体の参画を促し、関係人口の増加を図ります。併せて、ＷｅｂサイトやＳＮＳによる地域情報の広
報等により、県民の農村への関心をさらに高め、協働活動への参画者の増加と取組面積の拡大を図ります。【農地保全
課】

■ 地域により被害品目や獣種が異なるため、被害状況を把握するための集落アンケート調査を実施するとともに、調査結果に
基づいた被害防止対策優先地域の設定と対策を推進します。【食と農の振興課】
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基本方向１　生産性と持続性を両立した次世代農業の実現
（1）デジタル技術等を活用した農芸品の生産性向上
区
分

指標 基準値 目標値 コロナの影響

(2020年) (2022年)
1,887億円 2,132億円 2,400億円
(773万円/戸) - (983万円/戸)

(2020年度） (2022年度）
26,512ha 26,958ha

(2018～2020年度) (2022年度） (2022～2025年度)
累計　22件 ７件 累計　27件

(2021年度） (2022年度まで)
14.9% 21.8%

(2017～2020年度) (2022年度） (2022～2025年度)
累計　1,496ha 311ha 累計　1,664ha

（2020年） (2022年）
36.7% 39.3%

(2018～2020年度) (2022年度）
平均4.8ha/年 5.4ha

(2020年度） (2022年度）
７件 13件

(2021年度まで) （2022年度まで）
累計　754ha 累計　907ha

(2020年度まで） (2022年度まで）
－ 累計102ha

(2020年度まで） (2022年度まで）
累計　385ha 累計815ha

(2020年度まで) (2022年度まで）
累計　22施設 累計　51施設

（2）農業生産における環境負荷の軽減
(2020年度) (2022年度）
418ha 578ha

(2021年度） (2022年度）
15産地 18産地

(2020年度） (2022年度）
－ 5.2ha

(2020年度まで) (2022年度まで）
累計　2,552kW 累計2,552kW

（3）次代を担う農業経営体の育成
（2019年） (2022年）
4,163経営体 4,094経営体

(2020年度） (2022年度）
22法人 29法人

(2020年度） (2022年度まで)
283人 313人

(2021年度） (2022年度） (2022～2025年度)
－ 108経営体 累計　600経営体

(2019年度） (2022年度）
5.6％ 2024年10月公表予定

■　静岡県食と農の基本計画2022～2025　指標一覧

2023（評価）
現状値

（１）指標の実績値一覧

成
果
農業産出額
（販売農家１戸当たり産出額）

B

成
果
担い手への農地集積面積 Ｃ 30,481ha

活
動
ＡＯＩプロジェクト事業化件数 〇

活
動
スマート農業技術を導入している重点支援経
営体の割合

● 55%

活
動
農地バンクによる新規集積面積 〇

活
動
全茶園に占める茶のビジネス経営体等が経
営する茶園面積の割合

〇 43%

活
動
生産施設の整備面積（施設園芸拠点の整
備）

○ 毎年度　6.0ha

活
動
畜産クラスター等による施設・機械の整備導
入件数

◎ 毎年度　５件

活
動
品目別基盤整備プロジェクトの整備面積 ● 累計　1,659ha

活
動
ICT水田水管理システムの実装化面積 ○ 累計　350ha

活
動
スマート農業に対応した基盤整備面積 ○ 累計　1,319ha

活
動
基幹農業水利施設の更新整備数 ○ 累計　82施設

成
果
有機農業の取組面積 Ａ 620ha

活
動
環境負荷軽減技術（ＩＰＭ等）の導入産地数 ◎ 21産地

活
動
省エネ機器・資材の導入面積 ◎ 毎年度　３ha

活
動
農業水利施設を活用した小水力発電の導入
量

● 累計　2,950kW

成
果
持続可能な農業経営体数 基準値以下 4,400経営体

活
動
新規農業法人数 ● 毎年度　45法人

活
動
新規就農者数 ○ 毎年度　300人

活
動
生産が拡大した重点支援経営体数 ○

活
動
認定農業者に占める女性の割合 - 6.7%

-18-



区
分

指標 基準値 目標値 コロナの影響
2023（評価）
現状値

（4）市場と生産が結びついた「ふじのくにマーケティング戦略」の推進
(2019年度) (2022年度まで)
1,138億円 2024年4月公表予定

(2020年度) (2022年度） (現)500億円
440億円 584億円 (新)600億円

(2020年度) (2022年度）
41億円 47億円

(2021年) (2022年)
247億円 234億円

(2020年度) (2022年度）
8,900万円 １億3,262万円

(2020年度) (2022年度）
107件 81件

(2021年度) (2022年度） (2021～2025年度)

150店 504店 (現)累計　500店
(新)累計　600店

(2017～2020年度) (2022年度） (2022～2025年度)
累計　747件 190件 累計　760件

(2020年度) (2022年度）
4,122農場 3,600農場

(2020年度) (2022年度） (2022～2025年度)
０件 ７件 累計　16件

(2020年度まで) (2022年度まで） (現)累計　20件
累計　５件 24件 (新)累計　35件

(2020年度） (2022年度）
４回 ５回

基本方向２　人々を惹きつける「都」づくりと持続可能な農村の創造
（1）人々を惹きつける都づくり

(2021年度) (2022年度）
59% 51%

(2019年度) (2022年度）
55.6％ 2024年9月公表予定

(2019年度) (2022年度）
103億円 2024年7月公表予定

(2018～2021年度) (2022年度) (2022～2025年度)
累計　76個人・団体 19個人・団体 累計　70個人・団体

(2020年度) (2022年度）
62% 61%

(2014～2020年度) (2022年度）
平均2,400人 4,620人

成
果
農業生産関連事業の年間販売金額 - 毎年度　1,100億円

成
果
しずおか食セレクション販売額 目標値以上

成
果
県産農林水産品の山の洲３県（山梨県、長
野県、新潟県）への流通金額

A 50億円

成
果
清水港の食料品の輸出額 基準値以下 350億円

活
動
山の洲でのフェア等販売額 ◎ 1億5,000万円

活
動
山の洲の量販店等との商談件数 ● 200件

活
動
「バイ・シズオカ　オンラインカタログ」出店数 ◎

活
動
農林水産物の付加価値向上に向けた取組
件数

〇

活
動
GAP認証取得農場数 ● 4,500農場

活
動
ＣｈａＯＩプロジェクトによる商品化件数 ○

活
動
輸出事業計画の認定数 ◎

活
動
海外戦略セミナー・相談会の開催回数 ● 毎年度　８回

成
果
「バイ・シズオカ」「バイ・ふじのくに」「バイ・山
の洲」の取組に参加した県民の割合

基準値以下 70％

成
果
緑茶出荷額全国シェア - 60％

成
果
花き県内流通額 - 120億円

活
動
「食の都」づくりに関する表彰数 〇

活
動
通年で静岡茶愛飲に取り組んでいる小中学
校の割合

● 70%

活
動
花育活動受講者数 ◎ 毎年度　2,400人
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区
分

指標 基準値 目標値 コロナの影響
2023（評価）
現状値

（2）美しく活力のある農村の創造
(2020年度) (2022年度）
73,058人 78,211人

（2020年度） (2022年度） (現)270百万円
297百万円 248百万円 (新)233百万円

(2020年度) (2022年度）
17,028ha 17,724ha

(2020年度まで) (2022年度まで）
累計　５箇所 累計７箇所

(2020年度) (2022年度）
０市町 ６市町

(2020年度まで) (2022年度まで）
０邑 累計60邑

(2019年度) (2022年度）
4,363人 2,991人

(2020年度) (2022年度）
846,330個 813,655個

(2020年度まで) (2022年度まで）
累計　216箇所 累計　216箇所

成
果
ふじのくに美しく品格のある邑づくりの参画者
数

B 87,600人 ※

成
果
鳥獣による農作物被害額 目標値以上

活
動
「ふじのくに美しく品格のある邑（登録邑）」に
よる農地保全・活用面積

〇 19,500ha

活
動
生活環境基盤の整備施設数 ● 累計　18箇所

活
動
鳥獣被害防止対策優先地域を設定し、戦略
的対策を実施する市町数

〇 18市町

活
動
農村ツーリズム(景観・食・文化)を推進するデ
ジタルマップ作成数

○ 累計　150邑

活
動
静岡県農林漁家民宿延べ宿泊者数 ● 5,000人 ※

活
動
「静岡の茶草場農法」茶関連商品販売数 ● 975,000個

活
動
防災重点農業用ため池の整備数 ● 累計　346箇所
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（２）進捗が遅れている指標一覧
区

分
指標名 基準値 現状値 目標値 評価・課題 今後の取組方針

成

果

担い手への
農地集積面積

(2020年度)
26,512ha

(2022年度)
26,958ha

【C】
30,481

ha

・農地バンク事業を活用した
担い手への農地集積・集
約化を推進したものの、
2021 年度の 27,524ha
から減少

・市町の地域計画策定を支援
・担い手が不在の地域における
農業法人誘致の推進

・農地バンクの体制強化

持続可能な農業
経営体数

(2019年)
4,163
経営体

(2022年)
4,094
経営体

【基準値以下】

4,400
経営体

・農業経営体の経営改善
や法人化の支援等に取り
組み、2021 年度の
3,883 経営体から増加し
たものの、基準値以下

・ビジネス経営体の経営発展や
農業経営の法人化を支援

・産地の中核を担う中小規模の
生産者の経営の維持・発展を
支援

清水港の食料品の
輸出額

(2021年)
247 億円

(2022年)
234 億円
【基準値以下】

350
億円

・清水港の食料品輸出額
の 20％を占めるマグロ、カ
ツオなどの漁獲不良等が
食料品の輸出額に影響

・民間事業者による「山の洲」４
県の産品を輸出する商流・物
流体制づくりを支援

「バイ・シズオカ」「バイ・
ふじのくに」「バイ・山の
洲」の取組に参加した
県民の割合

(2021年度)
59%

(2022年)
51%

【基準値以下】
70％

・関係団体と連携して情報
発信したものの、取組自
体を知らなかった割合が多
く、基準値以下

・「バイ・シズオカ」等の具体的な
取組（直売会、物産市等）に
多くの県民が参加できるよう開
催方法を工夫するとともに、情
報発信を強化

活

動

スマート農業技術を
導入している重点
支援経営体の割合

(2021年度)
14.9%

(2022年度)
21.8%
【●】

55%

・導入コストが高いことや、
導入が進んでいる品目や
スマート農業技術に偏りが
あることが影響

・生産計画の作成などの導入に
向けた伴走支援

・経営体の実状に合ったスマート
農業技術の導入を支援

品目別基盤整備
プロジェクトの整備
面積

(2021 年度まで)
累計

754ha

(2022 年度まで)
累計

907ha
【●】

累計
1,659

ha

・区画整理等の整備計画
において、担い手の営農計
画や地権者との調整に時
間を要した地区が影響

・関係者への説明を丁寧に実施
し、事業への合意形成を図り、
早期の事業着工を目指す

農業水利施設を
活用した小水力
発電の導入量

(2020 年度まで)
累計

2,552kW

(2022 年度まで)
累計

2,552kW
【●】

累計
2,950kW

・工程表通りに事業実施中
であり、目標達成に向けて
進捗している

・小水力発電に関心のある事業
者に対して、支援制度も踏まえ
て、導入に関する情報提供を
行い、小水力発電を推進

新規農業法人数 (2020年度)
22 法人

(2022年度)
29 法人

【●】
毎年度
45 法人

・急激な物価高騰等により
経営環境が不安定な中、
法人化を見送る経営体が
影響

・農業経営の安定や発展に向け
た伴走支援

・専門家派遣制度を活用し、経
営状況に応じた法人化の支援
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区

分
指標名 基準値 現状値 目標値 評価・課題 今後の取組方針

活

動

山の洲の量販店等
との商談件数

(2020年度)
107 件

(2022年度)
81 件
【●】

200 件

・県内事業者による商談希
望商品数は増加している
ものの、首都圏や山の洲の
量販店バイヤーから選定さ
れず、商談まで至らないケ
ースがあることが影響

・商談力向上講座の開催やコ
ーディネーターの支援による商
品情報のブラッシュアップ等を
通じ、県内事業者の情報発
信力や商談力を強化

GAP 認証取得
農場数

(2020年度)
4,122 農場

(2022年度)
3,600 農場

【●】
4,500
農場

・認証取得のためのコスト負
担や労力が大きいことが影
響

・産地単位での GAP 認証取
得のための研修会の開催な
ど、認証に係る負担を軽減す
る団体認証を取得する取組
を支援

海外戦略セミナー
・相談会の開催回数

(2020年度)
４回

(2022年度)
５回
【●】

毎年度
８回

・委託事業の事業実施方
法を変更したこと、海外駐
在員事務所での開催がで
きなかったことが影響

・輸出関連委託事業において
事業者向けセミナーや相談
会を実施

通年で静岡茶愛飲
に取り組んでいる
小中学校の割合

(2020年度)
62%

(2022年度)
61%
【●】

70%

・費用や労力面から、学校
でのやかんや給茶機による
茶の提供が拡大していな
いことが影響

・マイボトル持参による静岡茶
の愛飲促進に向け、家庭へ
の働きかけを強化

・取組率が低い地区と茶産地
との交流を支援

生活環境基盤
の整備施設数

(2020 年度まで)
累計５箇所

(2022 年度まで)
累計７箇所

【●】
累計

18 箇所

・工事に伴う関係機関との
協議難航による整備の遅
れが影響

・関係機関との協議を進め、
早期の整備に向けて調整を
実施

静岡県農林漁家
民宿延べ宿泊者数

(2019年度)
4,363 人

(2022年度)
2,991 人

【●】
5,000 人

・宿泊者数の 1/3 を占めて
いた外国人宿泊者延べ人
数が、2019 年の 1/7 にま
で減少したことが影響

・各農泊地域で、外国人観光
客向けの動画を作成し、情
報発信

・農泊ネットワーク会議における
情報共有を通じた受入体制
の強化

「静岡の茶草場農
法」茶関連商品
販売数

(2020年度)
846,330

個

(2022年度)
813,655

個
【●】

975,000
個

・大口の茶販売事業者が
生物多様性保全貢献度
シールの利用数を減らした
ことなどが影響

・生物多様性保全貢献度シ
ールの販売価格等を下げたこ
とを改めて周知し、シールを
利用する茶販売事業者を全
国に拡大

防災重点農業用
ため池の整備数

(2020 年度まで)
累計

216 箇所

(2022 年度まで)
累計

216 箇所
【●】

累計
346 箇所

・耐震化の工事実施に先
立ち、豪雨対策及び老朽
化対策の調査を優先して
実施したことが影響

・耐震化と併せた豪雨対策と
老朽化対策の調査が概ね完
了したため対策工事に着手
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（３）目標値等を見直した指標一覧
ア 最新の実績値が目標値以上になったことによる目標値の上方修正

イ 国の統計の調査方法の変更による補助指標の見直し

区

分
指標名 基準値 現状値 目標値

成

果

しずおか食セレクション販売額
(2020 年度)

440 億円
(2022 年度)

584 億円
(現)500 億円
(新)600 億円

鳥獣による農作物被害額
(2020 年度)
297 百万円

(2022 年度)
248 百万円

(現)270 百万円
(新)233 百万円

活

動

「バイ・シズオカ オンラインカタログ」出店数
(2021 年度)

150 店
(2022 年度)
累計 504 店

(現)累計 500 店
(新)累計 600 店

輸出事業計画の認定数
(2020 年度まで）

累計５件
(2022 年度まで）

累計 24 件
(現)累計 20 件
(新)累計 35 件

区

分
指標名 基準値 現状値 目標値

成

果

農業産出額

(現)販売農家１戸当たり産出額
(新)農業経営体１経営体当たり産出額

(2020 年)
1,887 億円

(現)773 万円/戸
(新)728 万円/経営体

(2022 年)
2,132 億円

(現)－
(新)915 万円/経営体

2,400 億円
(現)983 万円/戸

(新)1,091 万円/経営体
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